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「地域密着型金融推進計画」の進捗状況

（平成１９年３月末基準）

「地域密着型金融推進計画」の進捗状況

（平成１９年３月末基準）

平成1９年５月

株式会社 北海道銀行
＜ほくほくフィナンシャルグループ＞
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進捗状況の要約
＜17年4月～19年3月の総括＞

総体としては、進捗状況はスケジュールどおりに進捗した。特に「取引先企業に対する経営相
談・支援機能の強化」に積極的に取組んでおり、ビジネスマッチングの推進、経営改善支援先に
対する支援等に取組むと共に、アグリ関連ネットワーク「道銀アグリパートナーズ」を発足し、
道内の農業を取り囲む顧客の支援を開始した。今後も引き続き、地域密着型金融の推進に注力し、
地域共栄を目指していきます。

１．事業再生・中小企業金融の円滑化

＊各種交流会・商談会を５回開催し、お取引先の販路拡大を支援

＊ベンチャー企業向けファンド「道銀どさんこ１・２号ファンド」を活用し、ベンチャー企業を育成・支援

＊18年8月に瀋陽駐在員事務所を開設し、お取引先の中国ビジネスを支援

＊アグリ関連ネットワーク「道銀アグリパートナーズ」を発足し、農業分野に関する取組みを強化

＊企業再生支援機能強化を目的に外部機関２社とアドバイザリー契約を締結し、積極的に活用

２．経営力の強化

＊経営顧問会議を継続開催し、ガバナンスを強化

＊コンプライアンスの態勢整備を実施

３．地域の利用者の利便性向上

＊利用者満足度アンケートを実施

＊ＰＦＩ案件取組みにより、ノウハウを蓄積し、積極的に対応

［大項目毎の主な取組実績]
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２年間の重点強化期間を振り返って

① 『金融仲介』機能（コア業務）⇒ プラス『情報仲介』機能へ
＊ビジネスマッチング

顧客ニーズを把握し、課題を解決することで、顧客満足度の向上につなげた
＊ビジネスフォーラム

「北海道の『食』特別商談会」を新設し、参加者のフォローアップも行う等細やかに対応
＊海外ビジネス支援

瀋陽駐在員事務所を開設し、お取引先の中国ビジネスを支援

① 『金融仲介』機能（コア業務）⇒ プラス『情報仲介』機能へ
＊ビジネスマッチング

顧客ニーズを把握し、課題を解決することで、顧客満足度の向上につなげた
＊ビジネスフォーラム

「北海道の『食』特別商談会」を新設し、参加者のフォローアップも行う等細やかに対応
＊海外ビジネス支援

瀋陽駐在員事務所を開設し、お取引先の中国ビジネスを支援

機能強化

② 『仕組みづくり』⇒ 『仕組みを活かす』へ
＊業務提携の効果的な活用

企業再生支援を目的に外部機関と業務提携し、支援取組先の事業計画書の作成向上に努めた

＊道銀アグリパートナーズ

北海道農業を取り巻く協調支援体制を構築し、ビジネスマッチングや資金ニーズに対応

② 『仕組みづくり』⇒ 『仕組みを活かす』へ
＊業務提携の効果的な活用

企業再生支援を目的に外部機関と業務提携し、支援取組先の事業計画書の作成向上に努めた

＊道銀アグリパートナーズ

北海道農業を取り巻く協調支援体制を構築し、ビジネスマッチングや資金ニーズに対応
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取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化
［ビジネスマッチングの推進及びコンサルティング機能の強化］［ビジネスマッチングの推進及びコンサルティング機能の強化］

○北海道ビジネスフォーラム・交流会
・平成１１年より継続開催

・平成１８年１０月１９日第８回を札幌で開催

○北海道『食』の特別商談会
・平成１７年５月 第１回開催 出展企業３２社
・平成１７年９月 第２回開催 出展企業２７社
・平成１８年９月 第３回開催 出展企業３３社

○ほくほくＦＧビジネスフォーラム（北陸銀行）
・平成１６年より継続開催

・平成１７年９月 富山市で開催 出展企業８６社

・平成１８年９月 高岡市で開催 出展企業１４３社

各種交流会・商談会

・16年度実績 紹介件数1,911件 成約240件

・17年度実績 紹介件数3,129件 成約656件

・18年度実績 紹介件数3,376件 成約1,064件

ビジネスマッチング業務

＜中国・東アジア＞
・瀋陽駐在員事務所（道銀、１８年８月開設）

・日中経済協会札幌市北京事務所へ行員派遣（道銀）

・３行（横浜銀行・北陸銀行・道銀）海外情報ネットワーク

・上海駐在員事務所（北陸銀行）

・シンガポール駐在員事務所（北陸銀行）

・富山県大連事務所へ行員派遣（北陸銀行）

【各種取組み】

○ほっかいどう長城会

会員数２５５先

（１９年３月末現在）

○瀋陽との地域交流

瀋陽市当局と協力協定締結

＜ロシア＞
・稚内市サハリン事務所へ行員派遣（道銀）

【各種取組み】

○サハリンウエスト銀行との業務提携

現地の情報収集、道内企業への情報提供
○道銀サハリンビジネスサポートファンド創設
投資実績１億円（１９年３月末現在）

＜北米＞
・ニューヨーク駐在員事務所(北陸銀行）

ほくほくＦＧ海外ネットワーク

15年度 16年度 17年度 18年度
ビジネス交流会
来場者数（概数） 450 800 1,200 1,200
ビジネス交流会

出展企業数 64 70 69 76
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取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化
［瀋陽駐在員事務所での活動］

遼寧省瀋陽市瀋河区悦賓街１号

方圓大厦１１階

所在地

北海道銀行としては10年ぶりの海外拠点その他

○現地の経済・市場情勢および現地

企業に関する情報収集・発信

○道内企業の進出支援

○北海道と中国東北部との経済交流活動

の支援

主な業務内容

所長（北海道銀行）

副所長（北陸銀行より出向）

現地スタッフ２名

職員数

平成18年8月21日開設日

【瀋陽駐在員事務所の概要】

＜現地政府との連携＞
・瀋陽市と工業パーク設立に関する協力協定

（18年5月）

・遼寧省と経済協力協定（18年9月）

・瀋陽市と経済協力協定（18年9月）

・長春市と経済協力協定（19年3月）

＜進出支援＞
・瀋陽での現地法人設立

～２社実現
・北京での現地法人設立

～２社実現

＜経済交流支援＞
・瀋陽Day in 札幌開催（18年5月）

・北海道week in 瀋陽開催（18年7月）

・ビジネスマッチングin大連・瀋陽（18年11月）

・瀋陽ビジネス商談会（19年1月)

主な活動実績
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販路

外食

種・苗
物流

生産資材 直売ＩＴ 産直

生産委託観光

加工
機器

金融

ｽｰﾊﾟｰ・小売店

加工ﾒｰｶｰ

ＩＴ情報化支援

意欲的外食

種苗生産

観光業界 物流支援 安定発注

農機具ﾒｰｶ

肥料・農薬・温材

通販・Ｗｅｂ市場

農業入口戦略 出口戦略

道内農業生産者

農林公庫提携

地域協力・設備

取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化
［アグリビジネス支援：道銀アグリパートナーズ］［アグリビジネス支援：道銀アグリパートナーズ］

北海道農業を取り巻く協調支援体制の構築を支援します。

・「水」と「安全」を両方備えた特別な土地→北海道の個性発揮
・農業を中心とした産業全体の連携（マッチング）を展望し北海道農業を支援
・農林公庫等と連携し、産業の一員として北海道銀行の金融機能も提供

農業向け融資実行額
（18年2月～19年3月）
約25億55百万円
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取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化
［要注意先債権等の健全化に向けた取組み］

【１８年度（１８年４月～１９年３月）】
（単位：先数）

αのうち期末に債務者
区分がランクアップした
先数　β

αのうち期末に債務者
区分が変化しなかった
先　γ

正常先 7,297 5 0

うちその他要注意先 2,371 320 53 232

うち要管理先 89 39 13 25

破綻懸念先 802 103 18 70

実質破綻先 104 1 0 0

破綻先 110 0 0 0

合　計 10,773 468 84 327

要
注
意
先

うち
経営改善支援取組み先　α

期初債務者数
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数値目標の進捗状況

10.44％9％程度20/3期自己資本比率
（ほくほくＦＧ連結ベース）

48.39％48％程度19/3期ＯＨＲ
（ほくほく2行合算ベース）

1.03％1％以上19/3期ＲＯＡ
（ほくほく2行合算ベース）

経営力の強化

１１０億円５０億円17/4～
19/3

「担保保証に過度に依存しない融資の推進」
ビジネスローンプラザでの融資実行金額

８４先468社中
７０先

18/4～
19/3

経営改善支援取組先に対する
ランクアップ先数

1,064件７００件18/4～
19/3

「ビジネスマッチング業務の推進」
成約件数

事業再生・中小企
業金融の円滑化

実 績目 標期間等項 目
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個人保証に過度に依存しない融資に向けた取組みについて

4,575百万円

残高（平成19年3月末現在）

5,119百万円ビジネスローンプラザでの融
資商品「マインドゥ（プラス）」

平成18年度ご融資実行額取組項目

当行では「ビジネスローンプラザ」において、中小企業・個人事業主のお客様に、最高3,000万円までの
事業資金をサポートしております。
＜特長＞
○ご相談・事前申込み時来店不要

電話や郵送でお気軽にお借入の相談・事前申込みができます。（ご契約時のみご来店が必要です）
○自動審査によるスピーディーな回答

融資専門のスタッフが迅速な対応をさせていただきます。
○担保・保証人

担保：原則無担保、保証人：法人～原則代表者全員（第三者保証人不要） 個人事業主～原則法定相
続人または事業承継者1名

スコアリングモデルを活用した融資

312百万円

残高（平成19年3月末現在）

3,696百万円売掛債権担保融資保証
（北海道信用保証協会保証）

平成18年度ご融資実行額取組項目

動産・債権譲渡担保融資
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アクションプログラムに基づく個別の取組み＜要約版＞ 

項 目 取組方針及び目標 17 年 4 月～19 年 3 月の進捗状況 18 年 10 月～19 年 3 月の進捗状況 評価・今後の課題等 

１．事業再生・中小企業金融の円滑化 

 (1)創業・新事業支援機能
等の強化 

○産学官・金融連携に向け仕組
みづくりの一翼を担う。政府
系金融機関等との連携も強
化しながら機能強化に努め
る。 

○金融学習公開講座の開催 
○ベンチャー企業向けファン
ドの活用 

 
 

○産学官・金融連携 
・日本政策投資銀行と、創業、新事業
機能強化を目的とした業務協力協
定を 17 年 9 月に締結。 

・国民生活金融公庫と、新規開業支援
等の相互協力を目的とした業務連
携・協力協定を 17 年 12 月に締結。 

・北海道中小企業総合支援ｾﾝﾀｰと連携
した創業支援制度を新設。 

○金融学習公開講座 
・道内私立大学にて金融証券講座を 17

年・18 年開催。 
○ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業向けﾌｧﾝﾄﾞの活用 
・「道銀どさんこ 1号ﾌｧﾝﾄﾞ」は、総投
資額22件／745百万円うち2件ＩＰ
Ｏ。18 年 1 月には「道銀どさんこ 2
号ファンド」を設立し、総投資額 9
件／236 百万円の出資。 

・平成 18 年 8 月には札幌市等とＬＬ
Ｐ「札幌元気ﾁｬﾚﾝｼﾞﾌｧﾝﾄﾞ」を設立
し、1社／40 百万円の投資実績。 

 

○産学官・金融連携 
・地域資源活用プログラムへ参画。 
・北海道中小企業総合支援ｾﾝﾀｰと連携

した創業支援制度を新設。      
○金融学習公開講座 
・18 年 11 月「銀行から見たﾍﾞﾝﾁｬｰの
育成について」を講義。 

○ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業向けﾌｧﾝﾄﾞの活用 
・「道銀どさんこ 2号ファンド」6件／

166 百万円投資実績。また、1号ﾌｧﾝ
ﾄﾞよりＩＰＯ1 社。ＬＬＰ「札幌元
気ﾁｬﾚﾝｼﾞﾌｧﾝﾄﾞ」を設立し、1件／40
百万円の投資実績。 
 

○産学官・金融連携 
・産学官・金融連携機能をより高
めるべく地域振興部を新たに設
置、連携機能は高まりつつある。
今後、更に行政機関との連携を
深め地域資源活用型の事業支援
を継続していく。 

○金融学習公開講座 
・金融証券講座は、大学側にも好
評であることから、継続してい
く方針。 

○ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業向けﾌｧﾝﾄﾞの活用 
・「道銀どさんこ 2号ﾌｧﾝﾄﾞ」では、
既投資先の営業店ﾌｫﾛｰも実施。
更に投資枠 700 百万円ほど有し
ており、継続して IPO 関連機関
と連携し、ﾍﾞﾝﾁｬｰ育成に努める。 

・ＩＰＯを前提としない成長企業
に対してもＬＬＰ「札幌元気ﾁｬﾚ
ﾝｼﾞﾌｧﾝﾄﾞ」を活用し、企業成長
を促していく。 

 (2)取引先企業に対する経
営相談・支援機能の強化 

①取引先企業に対する経
営相談・支援機能の強化 

ａ．ビジネスマッチングの
推進 

 

○取引先企業からの真のニー
ズを掘り起こし、当行の持つ
ネットワークを活用するこ
とにより、企業の問題解決と
業容の拡大に貢献する。 

○成約件数の目標（17 年度） 
 上期 200 件、下期 200 件 
 合計 400 件 
○成約件数の目標（18 年度） 
 700 件 
 

○17 年度成約目標 400 件、成約実績
656 件、18 年度成約目標 700 件、成
約実績 1,064 件。顧客ニーズの把
握・課題解決・顧客満足度の向上が
図られ、当行のビジネスチャンス拡
大が図れている。 

○18 年下期は 553 件の実績。行内ビジ
ネスマッチングサイトが稼動し、的
確な情報収集とタイムリーな情報
提供が可能になるのと同時に、更な
る効率化が図れてきている。 

○個別の案件一つ一つに対し、内
容を良く吟味して紹介先を選定
したことが成約に結びつく。ま
た、情報の質の向上が図れ、ビ
ジネスチャンスの拡大に繋がっ
てきている。 
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項 目 取組方針及び目標 17 年 4 月～19 年 3 月の進捗状況 18 年 10 月～19 年 3 月の進捗状況 評価・今後の課題等 

 (2)取引先企業に対する経
営相談・支援機能の強化 

①取引先企業に対する経
営相談・支援機能の強化 

ｂ．コンサルティング機能
の強化 

 

○交流会・商談会による販路拡
大支援 

・ビジネス交流会・『食』特別
商談会を継続開催する方向
で検討し、引き続き中小企業
の販路拡大を支援する。 

○経営者向けのセミナー開催 
・取引先企業向けのﾋﾞｼﾞﾈｽｾﾐﾅｰ

及び「道銀・経営塾 21」を継
続開催し、引き続き中小企業
の経営者・後継経営者へ最新
の情報提供を行う。 

○新たなコンサルティングサ
ービスの導入 

・企業の経営改善に必要な新た
なコンサルティングサービ
スの導入を検討し、経営相
談・支援機能の強化を図る。 

○海外ビジネス支援 
・中国・ロシアビジネス等海外 

ビジネス支援体制の強化を
図る。 

 

○交流会・商談会による販路拡大支援 
・17 年 5 月、9月、18 年 9 月に「北海

道の『食』特別商談会」を開催。 
・17 年 10 月、18 年 10 月に「北海道
ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌｫｰﾗﾑ」及び「北海道ﾋﾞｼﾞﾈｽ
交流会」を開催。 

○経営者向けのセミナー開催 
・17 年度にﾋﾞｼﾞﾈｽｾﾐﾅｰ 19 本開催。 
・18 年度にﾋﾞｼﾞﾈｽｾﾐﾅｰ 20 本開催。 
・「道銀・経営塾 21」17 年度 21 名、
18 年度 39 名が卒業。 

○新たなｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽの導入 
・17 年 10 月から「物流ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞｻｰﾋﾞ

ｽ」「業務監査支援ｻｰﾋﾞｽ」を導入。 
・18 年 4 月から「知財ｺﾝｻﾙ」を導入。 
・18 年 11 月から「ものづくり講習会」

を実施。 
○海外ビジネス支援  
・17 年 5 月ﾕｼﾞﾉｻﾊﾘﾝｽｸにおいて、｢ﾄﾚ
ｰﾄﾞﾌｪｱ in ｻﾊﾘﾝ｣(商談会)を事務局と
して支援。 

・17 年 7 月より、道庁職員をほくほく
FG として受入、北陸銀行上海駐在員
事務所に 1名派遣、現地体制強化。 

・ほっかいどう長城会主催および協賛
による中国関連ｾﾐﾅｰ 8 本実施。 

・18 年 7 月「北海道 Week in 瀋陽」
開催。 

・18 年 8 月に瀋陽駐在員事務所開設。 
・18 年 11 月、19 年 1 月に「ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯ
ﾁﾝｸﾞ in 瀋陽・大連」（主催：札幌市）、
「瀋陽ビジネス商談会」（主催：札
幌市、さっぽろ産業振興財団）など
地公体主催海外商談会をサポート。 

 

○交流会・商談会による販路拡大支援 
・平成 18 年 10 月 19 日に北海道ﾋﾞｼﾞﾈ

ｽﾌｫｰﾗﾑ 2006及び第8回「北海道ﾋﾞｼﾞ
ﾈｽ交流会」を開催。 

○経営者向けのセミナー開催 
・ﾋﾞｼﾞﾈｽｾﾐﾅｰ 5 本開催。 
・後継者育成の「道銀・経営塾 21」を

実施し、39 名が一年間のカリキュラ
ムを修了し卒業した。 

○新たなｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽの導入 
・製造業支援の「ものづくり講習会」
を実施。2回で合計 8社が参加。 

○海外ビジネス支援 
・18 年 11 月、19 年 1 月に「ビジネス
マッチング in 瀋陽・大連」（主催：
札幌市）、「瀋陽ビジネス商談会」（主
催：札幌市、さっぽろ産業振興財団）
など地公体主催海外商談会をサポ
ート。 

○交流会・商談会による販路拡大
支援 

・「北海道の『食』特別商談会」、「北
海道ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌｫｰﾗﾑ」「北海道ﾋﾞｼﾞﾈ
ｽ交流会」については行政からも
高い評価を得ており、今後も継
続開催の予定。 

○経営者向けのセミナー開催 
・経営者層向けのﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｾﾐﾅｰを月

に一回のﾍﾟｰｽで開催。当行のﾈｯﾄ
ﾜｰｸを活かして、旬なﾃｰﾏで評判
の良い講師を選定し、40～50 名
を集客し評価を得ている。今後
も当行でしか企画できないよう
なﾀｲﾑﾘｰなﾃｰﾏ・講師を常に検討
して実施する。 

･後継者育成の「道銀・経営塾」は、
年々参加者が増加し､卒業生は
172 名となり、卒業生からの評価
も上々。今後も地場企業支援の
観点から継続する。 

○新たなｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽの導入 
・「ものづくり講習会」は、製造業
の本格的な支援を展開してお
り、製造現場の改善に役立って
いるという声もいただいてい
る。参加企業の感想を広く伝え、
今後も講習会参加企業を募り、
積極的に支援していく予定。 

○海外ビジネス支援 
・道内顧客ﾆｰｽﾞの吸収・整理・具
体化を行うと共に、国内外行政
機関等との協調体制確立が課
題。 
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項 目 取組方針及び目標 17 年 4 月～19 年 3 月の進捗状況 18 年 10 月～19 年 3 月の進捗状況 評価・今後の課題等 

(2)取引先企業に対する経
営相談・支援機能の強化 

①取引先企業に対する経
営相談・支援機能の強化 

ｃ．ネット環境による法人
向けビジネスポータル
サイトの活用 

○更なる会員数増加を図り顧
客支援を強化する。 

○会員にとっての有益情報を
広く提供し、利用率の向上を
図る。 

○会員数は安定推移。現在会員数は
2,133 社と 2,100 台を維持。期間中
の純増数は 127 社。期間中の新規入
会は 700 社を超えたものの、退会は
550 社強と会員の入れ替わりが進
展。 

○新規入会 179 社、退会 110 社と退会
のペースは鈍化。会員の定着化が
徐々に浸透。今後も安定的な推移を
見込む。 

○これまで、運営管理と推進を分
けてきたが、会員向けｻｰﾋﾞｽの提
供にﾌﾚｷｼﾌﾞﾙさを欠いていた。19
年 4 月より運営・推進を一体化
することにより、一層のｻｰﾋﾞｽ強
化を図る方針。 

(2)取引先企業に対する経
営相談・支援機能の強化 

①取引先企業に対する経
営相談・支援機能の強化 

ｄ．アグリ分野に関する取
り組み 

 

○アグリ関連ネットワーク「道
銀アグリパートナーズ」を発
足し、農業を取り囲む顧客と
の情報交換により資金や商
品ニーズをキャッチ。これを
マッチングの強化や農業生
産法人または農業者向けの
資金対応に結び付けていく。 

○本格的に取組み始めた 18 年以降、
農業融資実行額2,555百万円。また、
農業者向け融資商品「マインドゥ・
アグリ（H18/3～）」13 件／292 百万
円。 

○農業融資実行額 1,246 百万円。 
「道銀アグリパートナーズ」からの
紹介案件 8件／183 百万円。 
ＡＢＬ・肉牛担保については、商品
設計中。 

○「道銀アグリパートナーズ」（43
社加入）からの融資紹介案件に
より、農業融資取扱いは増加傾
向にあり、19 年 3 月末の農業融
資残高で 96 件／6,476 百万円
（前年同月比＋27件/＋858百万
円）。今後、アグリパートナーズ
からの情報交換強化とＡＢＬ・
肉牛担保の商品化により、更に
取組強化していきたい。 

 

(2)取引先企業に対する経
営相談・支援機能の強化 

②要注意先債権等の健全
化に向けた取組みの強
化等 

○経営改善計画の策定支援、そ
の具体策の実施支援および
営業店指導等により、要注意
先から破綻懸念先について、
債務者区分のランクアップ
を図る。 

○大口与信先を中心として実
態把握を強化する方針。 

○17 年度は、選定した支援取組先 340
社に対しランクアップ実現 50 社、
目標 40 社に対し 125.0%の実績。 
18 年度は支援取組先を洗替えし、
468 社選定しランクアップ 84 社、目
標 70 社に対して 120.0%の実績。 

○進捗管理の徹底と外部機関の効果
的な活用により、支援取組先の事業
計画書の作成率向上を進めた。 

○支店の提案力向上および問題解決
の促進を目的に、17 年度にみらいｺ
ﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱とｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ契約を締
結し、17 年 8 月よりｺﾝｻﾙ相談会を実
施。また、18 年 9 月より札幌市外に
おけるｺﾝｻﾙ相談会開催を開始。旭
川・網走・釧路・函館・小樽の 5地
区で実施。 

○「企業情報連絡会」を 8回実施。 
 

○支援取組先465社(除完済先3社)に
対し、18 年度下期のランクアップは
23 社の実績。 

○外部機関のｱﾄﾞﾊﾞｲｽを効果的に活用
するｺﾝｻﾙ相談会を実施。6 ｹ店が参加
し 28 社について検討した。 
ｺﾝｻﾙ相談会の札幌市外開催は網
走・釧路・函館・小樽の 4地区で実
施。 

○「企業情報連絡会」を 2回実施。 

○18 年度についても当初目標に対
するランクアップ実績は達成。
19 年度についても引き続き債務
者区分のランクアップに向け活
動強化していく。 

○札幌市外における企業再生業務
の能力向上のためコンサル相談
会を効果的に活用し進めてい
く。 

○実態把握と実効性の高い計画取
入促進を図り、質の高い再生活
動を進めていく。 
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項 目 取組方針及び目標 17 年 4 月～19 年 3 月の進捗状況 18 年 10 月～19 年 3 月の進捗状況 評価・今後の課題等 

(2)取引先企業に対する経
営相談・支援機能の強化 

③健全債権化等の強化に
関する実績の公表等 

 

○実績の公表は数値が中心と
なるが、公表内容の拡充につ
いて検討する。 

○企業支援活動を通じて地域
貢献につながった実績の開
示を検討する。 

○再生事例については、行内向けセミ
ナー、全店向けニュース等により開
示している。 

 17 年度下期、職員向けセミナーを開
催。「粉飾決算の判明とその後の対
応について」。みすずｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱よ
り 2 名同席、ｱﾄﾞﾊﾞｲｽを受け事例発
表を開催。 

○中小企業再生支援協議会へ 17 年度
4社持込、3社合意。18 年度 1社持
込。 

○外部コンサル導入は 17 年度 10 社、
18 年度 5社実施。 

 

○再生事例については、行内向けセミ
ナー、全店向けニュース等により開
示している。 

○中小企業再生支援協議会への持込
は 1社。 

 

○支店主導先の中で迅速な解決が
困難な先に対し、最適な解決策
立案に向け、より効果的な企業
支援室の関与方法を定めるべく
検討していく 

○より実効性の高い事業計画書の
作成率向上を促進する。 

(3)事業再生に向けた積極
的取組み 

①事業再生に向けた積極
的取組み 

 
 

○実態把握を踏まえ再生処理
することが最善と判断した
先については、再生処理案を
確定し実施に移す。 

 
 

○17 年度は本部主導先 70 社の中で、
再生支援要する 15 社程度について
方向性の決定等活動を進めた。 

○18 年度選定先 57 社の中で、2 社に
ついて再生ファンドの活用及び営
業譲渡とグループ再編による再生
支援を実施した。 

○17 年度上期にみらいｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱、
下期には㈱ﾘｻﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞとも業務提
携を行った。 

○北海道マザーランドキャピタル㈱
に対する売却は 17 年度 1 社。その
他数社について協議中だが、売却に
は至っていない。 

○17 年度には本部主導先 1社に対し、
シンジケートローンを活用し EXIT
ファイナンスを実行した。 

 

○北海道企業再生ファンドについて
は不良債権処理、事業再生に向け一
定の成果を上げた。当該ファンドの
買取期間が18年12月に終了したた
め、その機能を継続活用するべく現
在 2号ファンド設立を検討中。 

○北海道マザーランドキャピタル㈱
に対する売却は数社について協議
中だが、売却には至っていない。 

○引き続き方針が決定している先
については、再生処理案に基づ
き迅速に実施していく。 

○再生処理を進めるにあたって北
海道マザーランド㈱の活用が最
適と判断できる案件について
は、積極的に活用する。 

○19 年度に向け例年同様洗い替え
をする予定、新たな対象とした
先については実態把握を進め、
再生の可否を十分検討し結果と
して、処理することが最善と判
断した先については、実施に移
す。 
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項 目 取組方針及び目標 17 年 4 月～19 年 3 月の進捗状況 18 年 10 月～19 年 3 月の進捗状況 評価・今後の課題等 

(3)事業再生に向けた積極
的取組み 

②再生支援実績に関する
情報開示の拡充、再生ノ
ウハウ共有化の一層の
推進 

○地域における再生事例は、匿
名性に留意し、顧客情報保護
の観点より公表の是非、公表
の方法について慎重に検討
する。 

○現状、再生支援実績に関する情報開
示は従来程度に留めている。 

 

○現状、再生支援実績に関する情報開
示は従来程度に留めている。 

○情報保護の点において問題ない
手法、事例公表の可否について
引き続き検討していく。 

(4)担保・保証に依存しな
い融資の推進等 

①担保・保証に依存しない
融資の推進 

○「自動審査システム」「業務
支援システム」といった IT
を活用することで「利便性」
「迅速性」を実現しつつ、積
極的な中小企業融資を実施
する。 

○「ビジネスローンプラザ」融
資実行目標（平成 17～18 年
度）：50 億円 

 

○ﾋﾞｼﾞﾈｽﾛｰﾝﾌﾟﾗｻﾞにおいて道内中小
企業への担保・保証に依存しない融
資を積極的に推進。17 年 4 月～19
年 3 月のお客様へのｺﾝﾀｸﾄ件数：65
千件、実行額：110 億円。 
18 年度では対象エリアを札幌市内
近郊より、道内主要都市に拡大。今
後も対象エリアを拡大し顧客利便
性の向上を図る。 

○提携商品の活性化策として、17 年 5
月にＴＫＣ戦略経営者ローンの商
品性を改正。今後も啓蒙活動の継続
を図る。 

 

○ﾋﾞｼﾞﾈｽﾛｰﾝﾌﾟﾗｻﾞにおけるｺﾝﾀｸﾄ件数
18 千件、実行額：34 億円。 

・対象エリアを札幌市内近郊・函館か
ら、旭川、帯広、釧路へ拡大。 

・創業者向け保証付融資商品「マイン
ドゥフロンティア」、保証付融資商
品「アドバンスⅡ」等の新商品投入。 

○簡便、迅速な融資審査に対する
顧客ニーズは高く、実行額ベー
スでは当初計画を大きく上回る
実績。今後は積極的なアウトバ
ウンドの継続と併行し、ケース
によっては保証付融資商品を活
用する等、リスク控除後収益の
極大化についても重点課題とし
て取組んで行く。 

○ＴＫＣ等の比較的財務諸表の精
度の高い税理士団体等とのパイ
プ強化により小規模事業者への
間口拡大を図っていく。 

(4)担保・保証に依存しな
い融資の推進等 

②中小企業の資金調達手
法の多様化等 

○債権流動化プログラムを積
極的に活用し、さらに広範に
企業に提案していくことに
より、引き続き、中小企業の
資金調達手法の多様化に寄
与する。 

○企業のオフバランスニーズ
の受け皿として、「不動産流
動化ファンド」を活用する。 

○手形債権流動化に留まらず、
他行協業によりキャッシン
グ債権・リース料債権流動化
等に取組む。 

 

○債権流動化プログラム→14 件 
○手形債権流動化（大数プール）→1
件調印 

○不動産流動化ﾌｧﾝﾄﾞ→1 件 36 億円 
○不動産流動化→1件 18 億円 

○債権流動化プログラム６件の実績 
 

○18 年度については、主として診
療報酬を中心として債権流動化
プログラムの実行が増加した。 

○今後は優良な不動産流動化商材
の発掘を図る。 
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項 目 取組方針及び目標 17 年 4 月～19 年 3 月の進捗状況 18 年 10 月～19 年 3 月の進捗状況 評価・今後の課題等 

(5)顧客への説明態勢の整
備、相談苦情処理機能の
強化 

○顧客への説明態勢の整備 
・「クレジットポリシー」や「各

種契約書類等の内容説明な
らびに書類の写しの交付に
ついて」に定める説明態勢を
継続する。 

・融資謝絶時や保証債務履行請
求時等、取引関係の見直し時
や、顧客の知識、経験および
財産の状況に応じた説明態
勢に関する具体的な規程を
整備する。 

○相談苦情処理態勢の強化 
・法令遵守に基づく円滑な融資

業務の遂行と判断の合理的
説明の徹底を図る。 

・受付事案の検証と検証結果を
営業店に還元し、再発防止に
向け啓蒙を行う。 

 

○顧客への説明態勢の整備 
・融資部主催の若年層向融資研修等に

おいて債務者への説明の重要性に
ついて周知を図った。 

・18 年３月に北陸銀行と統一した基準
で「顧客説明マニュアル（与信取
引）」を制定。 

・融資部主催の若年層向融資研修等に
おいて、「顧客説明マニュアル」に
ついて説明を行い、顧客説明態勢に
係る規程について周知・浸透を図っ
た。 

○相談苦情処理態勢の強化 
・苦情対応管理規程を制定し、苦情処

理の扱いを明確化するとともに即
応体制を構築した。 

○顧客への説明態勢の整備 
・18 年 3 月に制定した「顧客説明マニ

ュアル」について、研修などをとお
して周知・徹底を図った。 

○相談苦情処理態勢の強化 
・17 年 5 月以降は貸し渋り、貸し剥が

しの申出はない。 
・店頭総合ブラッシュアップ・新任役

席・新任支店長研修会で職員への啓
蒙に努めた。 

○顧客への説明態勢の整備 
・19 年 3 月までに予定していた実
施項目については、ｽｹｼﾞｭｰﾙどお
り実施しており、「顧客説明マニ
ュアル」を制定し研修などを利
用して行内に周知を図った。今
後も引き続き文書や研修などを
とおして「顧客説明マニュアル」
を利用し顧客説明の重要性等の
啓蒙を行う。 

○相談苦情処理態勢の強化 
・苦情、トラブルに発展しないよ
う十分な説明を心掛けるととも
に 研修会等で職員教育を継続
し顧客対応力の強化を図る。 

(6)人材の育成 ○企業の将来性、技術力を的確
に評価できる能力、経営支援
の能力の向上など、事業再
生・中小企業金融の円滑化に
向けた人材を育成する。 

○既往研修会の継続実施 
・「マネジメントアドバイザー研修会」 

17 年度 33 名、18 年度 17 名参加 
・「法人渉外トレーニー」 
 17 年度 1名実施 
・「ステップアップセミナー実施」 
 17 年度 ５講座 437 名参加 
 18 年度 ３講座  90 名参加 
○地銀協等外部研修「目利き・事業再
生」関連講座への派遣 
17 年度 ３講座 ３名派遣 
18 年度 ４講座 ４名派遣 

○「目利き・事業再生」関連通信講座
の斡旋 

 17 年度 ４講座 73 名受講 
 18 年度 ６講座 84 名受講 

○既往研修会の継続実施 
・「マネジメントアドバイザー研修会」 

17 名参加 
・「ステップアップセミナー実施」 
 1 講座 42 名参加 
○地銀協等外部研修「目利き・事業再
生」関連講座への派遣 
２講座 ２名派遣 

○「目利き・事業再生」関連通信講座
の斡旋 

 ６講座 36 名受講 
○中小企業診断士資格取得支援スキ
ームの構築 

 継続検討中。 
○若手行員の育成 
・法人得意先融資担当者育成カリキュ

○既往研修会の継続実施 
・「研修会・セミナー」は、今後も
カリキュラムを更に充実させ展
開していく予定。 

○地銀協等外部研修「目利き・事
業再生」関連講座への派遣 

・ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑに対応する地銀協
講座にほぼ予定どおり本部職員
を派遣。行内へのｱｳﾄﾌﾟｯﾄについ
ては、「業種別企業経営研究講座
（旅館・ホテル編）」や「企業価
値研究講座」で得たﾉｳﾊｳの還元
を研修やｾﾐﾅｰにて実施。今後も
継続して実施する方針。 

○「目利き・事業再生」関連通信
講座の斡旋 
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項 目 取組方針及び目標 17 年 4 月～19 年 3 月の進捗状況 18 年 10 月～19 年 3 月の進捗状況 評価・今後の課題等 

○中小企業診断士資格取得支援スキ
ームの構築 
継続検討中 

○若手行員の育成 
・法人得意先融資担当者育成カリキュ

ラム「登龍門」プロジェクトを新設。
入行 3年目行員を主な対象として、
将来的に中小企業金融の円滑化に
資する人材を育成すべく教育中。 

 

ラム「登龍門」プロジェクトを新設。
入行 3年目行員を主な対象として、
将来的に中小企業金融の円滑化に
資する人材を育成すべく教育中。 

・ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ対応の通信講座に
は、「SD ﾎﾟｲﾝﾄ」におけるﾎﾞｰﾅｽ
点を付与する仕組みとした。来
期以降も継続実施し、受講者の
増加を目指す。 

 

２．経営力の強化 

 (1)リスク管理態勢の充実 
 バーゼルⅡへの対応 

○19 年３月より標準的手法に
基づく信用リスクアセット
を算出し、20 年３月より基礎
的内部格付手法を導入する。 

○17 年６、12 月ﾌｨｰﾙﾄﾞﾃｽﾄ参加 
○17 年７月より北陸銀行と格付制度
の統一化検討を開始、制度・モデル
の統一化（18 年４月より実施） 

 新信用格付基準に則った格付遡及
作業を実施（～18 年７月） 

○信用ﾘｽｸｱｾｯﾄ計算ｼｽﾃﾑの検証終了
（17 年 12 月）し、パラメータ推計
および経営への報告（18 年８月） 

○18 年下期に資本配賦を試行し、リス
ク計測・管理手法を北陸 銀行と統
一化（18 年下期試行結果を踏まえ、
19 年度より資本配賦を開始） 

○18年10月に19年３月と同じスケジ
ュールで標準的手法による自己資
本比率の算出作業を試行 

○案件格付基準を制定し、19 年３月末
日より実施 

○標準的手法による自己資本比率算
定業務要領を制定 

○20 年３月より基礎的内部格付手法
採用に向けた事前ヒアリング資料
を作成し、バーゼル推進室に提出 

 

○18 年下期に資本配賦を試行し、リス
ク計測・管理手法を北陸銀行と統一
化。試行結果を踏まえ 19 年度より、
資本配賦を開始 

○18年10月に19 年3月と同じスケジ
ュールで標準的手法による自己資
本比率の算出作業を試行 

○案件格付基準を制定し、19 年３月末
日より実施 

○標準的手法による自己資本比率算
定業務要領を制定 

○オペレーショナルリスク・粗利益配
分手法の利用承認 

○20 年３月より基礎的内部格付手法
採用に向けた事前ヒアリング資料
を作成し、バーゼル推進室に提出 

○ほくほくＦＧとして統一化した
基準、手法でリスク管理を実施 
していく体制が整ってきたと認
識している。 

○新ＢＩＳ規制標準的手法につい
ては、18 年 10 月に実際と同じス
ケジュールでの自己資本比率算
出作業を試行した。 

○基礎的内部格付手法について
は、パラメータ推計を中心に一
層のデ―タの蓄積・広範な分析
を実施していくが課題と認識し
ている。 

○オペリスクについても定期的な
報告態勢が定着し、資本配賦と
併せて統合的なリスク管理の枠
組は整った。今後、自己資本の
充実度の評価手法も含めて、更
なる管理態勢の高度化に努めて
いく。 



- 17 - 
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 (2)収益管理態勢の整備と
収益力の向上 

○収益管理態勢の整備と収益
力向上、収益管理の高度化に
向けシステム再構築に取組
む。同時に個社別採算管理の
再構築に取組み、実質的な収
益性の確保・強化のための管
理態勢の向上を目指す。 

○システム開発に着手し、資金損益に
ついては 17 年 4 月から、役務・経
費データについては17年10月から
の過去データの蓄積に取組み、デー
タの整合性を検証。18 年 4 月より債
務者格付基準を見直したことによ
り、信用コスト算出の前年対比正確
とならないことから、遡り処理を実
施している。 

 

○営業店展開の準備、ＡＢＣ原価計算
のチューニングに再度着手してお
り、カットオーバーが遅延していた
が、19 年 2 月より営業店向けに開放
している。 

○今後営業店へ、説明会等を通じ
た情宣に取組み、正式なカット
オーバーと評価への活用方法を
具体化していく。 

 (3)ガバナンスの強化 
①財務内容の適正性の確 
 認 
 

○平成 18 年 3 月期有価証券報
告書に開示府令による確認
書を添付する。 

○内部監査部署による決算監査の実
施。 

○有価証券報告書・半期報告書のチェ
ック項目の文書化。      

○責任部署の明確化と確認書の提出
に向けた内部統制体制の整備。 

○有価証券報告書・半期報告書の作成
体制、監査体制などを含む作成要領
の制定に向けた文書化の取組み。 

○18 年 3 月期有価証券報告書、18 年 9
月期半期報告書に確認書の添付を
実施。 

 

○責任部署の明確化と確認書の提出
に向けた内部統制体制の整備。 

○内部監査部署による 18 年 9 月期中
間決算監査の実施。 

○18 年 9 月期半期報告書に確認書の
添付を実施。 

○18 年 3 月期有価証券報告書及び
18 年 9 月期半期報告諸に開示府
令による確認書を添付するとい
う目標は達成しているものの、
今後は日本版ＳＯＸ法への対応
を進めていく。また、財務報告
の適正性を確保するため整備し
てきた内部統制体制が、確実に
機能するよう引続きチェックを
行う。 

 (3)ガバナンスの強化 
②経営顧問会議の継続実 
 施 

○「経営顧問会議」を継続開催
し、地域密着型金融を標榜す
る中において、広く経営・営
業全般の具体的諸問題につ
いてご意見をお伺いし、経営
に反映させていく。 

○経営顧問会議を９度実施。経営顧問
より広くご意見を頂戴し、新商品の
開発に結び付けた。 

○開催方法の見直しは実施済。 
 

○2 度実施し、経営顧問より広くご意
見を頂戴し、新商品の開発に結び付
けた。 

 

○17 年 10 月以降は、新メンバーに
よる経営顧問会議となってお
り、広く経営・営業全般の具体
的諸問題についてご意見を頂
き、より活発な会議となるよう
な運営に努め、ガバナンスの強
化につなげていく。 
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 (4)法令等遵守（コンプラ
イアンス）態勢の強化 

 

○コンプライアンス管理体制
を整備・強化する。 

○営業店に対する法令等遵守
状況の点検強化等を行う。 

○適切な顧客情報の管理・取扱
いを確保する。 

○法令遵守態勢の強化を図るため、コ
ンプライアンス委員会の機能強化
等体制整備を図った。特に役職員の
コンプライアンス認識の醸成につ
いては、各種研修会を開催した他、
検定試験の導入や本支店で毎月実
施している勉強会の充実を図った。 

○18 年 12 月にコンプライアンス・マ
ニュアルを大幅に改正し、スタッフ
を含む全役職員へ配布した。 

○優越的地位の濫用防止については、
新たに基本方針を制定し、合わせて
金融商品等販売時のチェックシー
トに検証項目を追加した。 

○個人情報漏えい防止策として、電子
帳票システムを導入し、還元資料及
びＣＯＭの削減を図り営業店での
紛失リスクの減少を図った。 

○コンプライアンスの態勢整備
は、ほぼ予定通り進んだ。今後
は、顧客保護等管理態勢の整備
と 19 年9 月に施行予定の金商法
及び改正金販法に対応した販売
体勢づくり、職員の教育を徹底
していく。 

 (5)ＩＴの戦略的活用 
 営業戦略 

○ﾌｧｰﾑﾊﾞﾝｷﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽの活用 
・インターネットバンキング 
の推進 

・回収系サービスの推進 
○遠隔相談システムの活用 
・遠隔相談システムの更なる活

用により、本部専担者による
的確な顧客への説明と、支店
業務の効率化を図る。 

○その他サービスの活用 
・企業側でシステム構築が必要

なものについては、提携して
いるシステム会社を紹介し、
企業が課題として抱えてい
る事務効率化・平準化に貢献
する。 

○ﾌｧｰﾑﾊﾞﾝｷﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽの活用 
・インターネットバンキングの推進 
 「都度即時振込＋口座確認機能」の
実現（17 年 7 月対応済）。「ｿﾌﾄｳｪｱｷ
ｰﾎﾞｰﾄﾞ」の実現（17 年 11 月対応済）。
「Pey-easy（ペイジー）」収納取扱
企業の追加。ﾌｨｯｼﾝｸﾞ詐欺対策ツー
ルの導入（19 年 3 月対応済）。 

 ＥＢ未取引先に対する本部渉外の
臨店帯同訪問の実施。営業店向け勉
強会を継続的に実施。 

・回収系サービスの推進 
ｺﾝﾋﾞﾆ収納ｻｰﾋﾞｽ、ﾏｯﾁﾝｸﾞﾚﾎﾟｰﾄ、ﾜｲﾄﾞ
ﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽの契約先拡大（契約先数：
期間純増数144先）。自治体向けｺﾝﾋﾞ
ﾆ収納ｻｰﾋﾞｽ契約先拡大（18 年度：2
先、19 年度：6先）。ｺﾝﾋﾞﾆ収納ｻｰﾋﾞ
ｽにおけるｻｰﾋﾞｽﾒﾆｭｰ（Web 決済、リ
アル通知）の追加（18 年 8 月対応
済）。ﾜｲﾄﾞﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽにおける受付チ
ャネル（Web でのデータ受付開始）
の追加（18 年 6 月対応済）。 

・主要サービス契約先数 
 19 年 3 月実績 24,514 件（期間増
加件数 3,397 件） 

○ﾌｧｰﾑﾊﾞﾝｷﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽの活用 
・インターネットバンキングの推進 
「Pey-easy（ペイジー）」収納取扱
企業の追加。フィッシング詐欺対策
ツールの導入（19 年 3 月導入） 

 ＥＢ未取引先に対する本部渉外の
臨店帯同訪問の実施。 

 営業店向け勉強会を継続的に実施。 
・回収系サービスの推進 
ｺﾝﾋﾞﾆ収納ｻｰﾋﾞｽ、ﾏｯﾁﾝｸﾞﾚﾎﾟｰﾄ、ﾜｲﾄﾞ
ﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽの契約先拡大（契約先数：
期間純増数 43 先） 
自治体向けコンビニ収納サービス
契約先拡大（平成 19 年度：6先） 

・主要サービス契約先数 
 19 年 3 月実績 24,514 件（期間増
加件数 1,323 件） 

○遠隔相談システムの活用 
・18 年下期個人ﾛｰﾝ繰上返済本部ｵﾍﾟﾚ
ｰｼｮﾝ件数 981 件(前年比＋272 件) 

・18 年下期遠隔相談受付件数 3,518
件(前年比＋100 件) 

○その他サービスの活用 
・ＩＴコンサルティング～受付案件数

4件、成約案件数 1件 

○ﾌｧｰﾑﾊﾞﾝｷﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽの活用 
・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞの推進 
進捗状況としては、ほぼ計画ど
おりの成果で契約先数も順調に
推移。ｾｷｭﾘﾃｨ面については、19
年3月にﾌｨｯｼﾝｸﾞ詐欺対策ツール
（PHISH CUT）を導入し、ｾｷｭﾘﾃｨ
強化を講じた。 

・回収系サービスの推進 
引き続き営業店において企業ﾆｰ
ｽﾞをﾋｱﾘﾝｸﾞし、必要に応じて本
部渉外による帯同訪問を実施
し、提案活動を強化していく。 

・主要サービス契約先数 
引き続き営業店担当者のﾚﾍﾞﾙｱｯ
ﾌﾟ（知識・推進面）に取組み、
契約先数の拡大を図っていく。 

○遠隔相談システムの活用 
・17 年 11 月以降、個人ﾛｰﾝ繰上返
済相談件数の 86％を本部対応し
ており、営業店事務の省力化に
寄与している。住宅ﾛｰﾝ固定金利
選択型の金利再選択事務につい
ても、19 年 1 月からは本部集約
を行い営業店の業務支援をさら
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○遠隔相談システムの活用 
・17 年 11 月から、遠隔相談受付の個
人ローン繰上返済について本部に
よるオペレーションを開始し、営業
店の業務支援を強化した。 

・投資信託の販売に関しては、店頭の
営業担当者が投信販売に習熟し、相
談件数が減少してきたことから、17
年 9 月末をもって当面休止とした。 

○その他サービスの活用 
・ＩＴコンサルティング～受付案件数

28 件、成約案件数 4件 

に強化している。 
○その他サービスの活用 
・ｼｽﾃﾑ構築における企業側のﾆｰｽﾞ
は、業務効率化から、営業戦略
上不可欠な要素へ変わってお
り、既存ｼｽﾃﾑの見直しが増加し
ている。また、ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ分析や
関連会社間の資金管理など高度
化している傾向にある。今後も、
企業の経営戦略を十分にﾋｱﾘﾝｸﾞ
し、深くﾆｰｽﾞを掘り起こしなが
ら最適なｼｽﾃﾑ提案を行なう。 

 (5)ＩＴの戦略的活用 
 新渉外支援システムの
構築 

○取引先に関する預貸等の取
引計数に加え、各種交渉履歴
等をデータベース化し、融
資・渉外係全員のパソコンで
情報の共有・活用を可能とす
る新情報系システムを構築
する。 

 

○17 年 11 月、三行共同ｼｽﾃﾑへの方針
転換に伴い、構築範囲、実現方法お
よび開発ｽｹｼﾞｭｰﾙを大幅に見直し
た。17 年 12 月から三行共同ｼｽﾃﾑで
の渉外支援ｼｽﾃﾑを含む情報系ｼｽﾃﾑ
の取扱いについて検討するととも
に、見直し後のｼｽﾃﾑの 18 年 10 月稼
動に向け作業を再開し、18 年 3 月に
詳細な開発計画を作成して計画ど
おりにｼｽﾃﾑ変更設計・開発・確認テ
スト・総合試験を進め、9月にｼｽﾃﾑ
移行作業を完了した。 

○18 年 10 月、現行渉外支援ｼｽﾃﾑ用ﾃﾞ
ｰﾀを活用する新渉外支援ｼｽﾃﾑ（ｼｽﾃﾑ
名称「営業支援ｼｽﾃﾑ」）の利用を開
始し、取引先との各種交渉履歴等の
ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化による融資・渉外係の店
内、本支店間での情報共有・活用の
仕組みの構築を完了し、本ｼｽﾃﾑによ
る営業支援に取組むとともに三行
共同ｼｽﾃﾑにおける情報系・渉外支援
の仕様検討を開始した。 

○取引先に関する預貸等の取引
計数に加え、各種交渉履歴、ｸﾚｰ
ﾑ等をﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化し、融資・渉外
係全員のﾊﾟｿｺﾝで情報の共有・活
用を可能とする新情報系ｼｽﾃﾑの
構築を完了し、利用を開始して
おり、計画「新渉外支援システ
ムの構築」は達せられたと評価
する。今後の課題として、本ｼｽﾃ
ﾑの活用および、三行共同ｼｽﾃﾑに
おける渉外支援ｼｽﾃﾑ充実に向け
た仕様検討における本ｼｽﾃﾑ構築
にかかるﾉｳﾊｳの活用を目指して
いく。 
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３．地域の利用者の利便性向上 

 (1)地域貢献に関する情報
開示 

○当行が目指す二つの地域貢
献「本業を通じた地域貢献＝
道内企業、道民に対する円滑
な資金供給と各種金融サー
ビスの提供を通じた地域活
性化」「企業市民としての地
域貢献」について、継続的に
開示する。 

○内容、表現、各資料の配布方
法等において、利用者の評価
を活用した「読まれる工夫」
を行う。 

○情報伝達手段多様化を図る。 

○ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ、ﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ誌の地域貢
献等に関する情報開示専用ｺｰﾅｰを
継続。 

○17 年 6 月より、ﾐﾆﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ誌の
店頭手渡しを開始し継続実施中。 

○経営陣による取引先向け説明会を
86 回実施。 

○利用者ｱﾝｹｰﾄを実施。 

○ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ、ﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ誌の地域貢
献等に関する情報開示専用ｺｰﾅｰを
継続。 

○ﾐﾆﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ誌の店頭手渡しを継
続。 

○経営陣による取引先向け説明会を
20 回実施。 

○進捗状況は計画どおり。今後と
も、ほくほくﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟと連
携を密にし、地域貢献に関する
情報開示の充実、読みやすさの
追求を図る。 

 (3)地域の利用者の満足度
を重視した金融機関経
営の確立 

○より広範な顧客要望・意見を
吸収するために、平成 17 年
下期を目処に「利用者満足度
アンケート調査(仮称)」を実
施し、経営改善やマーケティ
ングに役立てる。 

○18 年 2 月に「利用者満足度アンケー
ト調査」を実施。18 年 3 月に調査結
果の分析を行い、18 年 6 月に調査結
果の公表を行った。当行をご利用の
お客様から見た当行への総合的な
イメージについて、「とても良い」
「やや良い」が 39.1％、「普通」が
55.7％、「やや悪い」「とても悪い」
が 5.2％となっている。 

○2 回目のアンケート調査について実
施内容を検討。 

○ｱﾝｹｰﾄ結果では、金融機関の利用
において｢店舗､ＡＴＭの身近
さ｣を重視していることや、商
品・ｻｰﾋﾞｽにおいて｢手数料改善｣
を最も希望していること等が浮
き彫りになっており、今後施策
に反映させていく必要がある。 

○ｱﾝｹｰﾄ調査については、今後も継
続的に実施し、銀行ｻｰﾋﾞｽへの反
映と利用者満足度のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞに
取組んでいく。 

 (4)地域再生推進のための
各種施策との連携等 

○道内におけるＰＦＩ事業に
ついては、道内企業のノウハ
ウ蓄積も考慮し、引続き積極
的に支援・参加の方針。 

○ＰＦＩ以外の民間活力を利
用する地域活性化施策の研
究についても、積極的に参加
方針とする。 

○苫小牧法務総合庁舎PFI事業におい
てｱﾚﾝｼﾞﾒﾝﾄ契約及び融資契約締結。 

○市町村、地元企業との PFI に係る情
報交換会の実施（6 回）。日本 PFI
協会と連携したPFI相談窓口の開設 

○全国初の民間発案型 PFI のﾁｰﾑ組成
及び自治体あて提案。 

○新たな PFI 実施検討に係る情報収
集。 

○民間発案型PFIの自治体あて提案後
のﾌｫﾛｰ。 

 

○道内でも徐々に PFI の検討が具
体化しつつあり、地元金融機関
として事業者及び自治体の PFI
検討について、積極的に支援す
る方針としている。 

 


